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マンション管理の現状等について
（前回補足資料）

資料 ２
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超高層マンションについて（補足）

理事会の運営を円滑にするための工夫（N=30）

0

0

1

1

3

4

7

12

12

12

15

20

24

0 5 10 15 20 25 30

役員の引継ぎに相当時間をかける

勉強会を開催

専門家を雇用

特に対策はしていない

理事会の運営マニュアルを作成

相談役を設ける

広報誌の発行

同じ人が何年か役員をしている

役員を半数ずつ・一定の割合で交代

理事会を傍聴

意見箱を設置

専門委員会を設置

できるだけ詳細な記録を残す

(件)

（Ｈ１７首都圏白書より）

超高層マンションの世帯主年齢構成（N=4,573）
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・超高層マンションにおける、理事会運営

を円滑に行う工夫として、大規模修繕、

分野ごとに専門委員会を設置している事

例が見られる。

・世帯主年齢構成として、３０・４０歳代

が多い。（首都圏の超高層マンション）

(｢超高層マンションの管理に関する研究｣(齊藤広子 2003)より)

専門委員会の設置（N=30）
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＜Ａ管理会社（都内２８階建約２６０戸）＞
（大規模修繕関連）

・大規模修繕前に専門委員会を設置することを理事会に提案中である。
・管理費・修繕積立金が低く、数年後の大規模修繕実施が懸念されるため、今後の値上げを提案中であ
る。

（防災・防犯関連）
・高齢者が多いため、防災対策が一番の検討課題。
・警備員が常駐し、館内及び敷地周辺を巡回している。

（その他）
・総会出席は３割程度。
・上層階の出席率が低い。元地権者、複数住戸所有者の出席が比較的高い。

管理会社から見た管理の現状

超高層マンションについて（補足）

＜Ｂ管理会社（都内２８階建約２６０戸）＞
（大規模修繕関連）

・大規模修繕工事は、十数階までは仮設足場、それより高い部分はゴンドラで施工した。
・上層階と下層階でガラスの厚みが異なるため、長期修繕計画の作成・見直しの際に配慮が必要。

（防災・防犯関連）
・火災時には、インターホンを通じて警報が鳴るようにしている。
・センサーライト、警報等設置の提案をしたが、総会の議題に取り上げられるには至っていない。

（その他）
・総会出席率は３割程度。
・理事の人数が多く、理事会での意見集約が難しい。
・ビル風が強く、上層階の非常扉等が損傷を受ける。

（平成２０年１１月ヒアリング調査を踏まえて国土交通省において作成）
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（参考）区分所有法第５９条第１項の要件に関する判例

【区分所有法第５９条第１項の適用要件】

①共同利益背反行為による区分所有者の共同生活上の障害が著しいこと

②他の方法によってはその障害を除去して共用部分の利用の確保その他の区分所有者の
共同生活の維持を図ることが困難であること

【判決のポイント】

○控訴人：管理組合

○被控訴人：滞納者（区分所有者）

・被控訴人の滞納は、第６条第１項に規定する「共同利益背反行為」に該当し、第５９条第１
項に規定する「区分所有者の共同生活上に著しい障害を与える行為」に該当する。

⇒上記①の要件を満たす

・しかし、「他の方法によっては」解決できないことを証明する必要があり、そのためには、第
７条の先取特権の実行や財産一般に対する強制執行によっても債権を回収できないことが
認められなければならないが、控訴人はそうした手続きを実行していない。

⇒上記②の要件を満たさない

控訴を棄却する

平成１８年（ネ）第３６４３号区分所有権競売等請求控
訴事件 （平成１８年１１月１日東京高裁判決） より


